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2025人事院勧告

８
月
７
日
、
人
事
院
は
国
会
お
よ
び
内
閣
に
対
し
、
国
家
公
務
員
の
給
与
に
関
す
る
勧
告
と
報
告
を
行
っ
た
。 

月
例
給
で
は
、
本
年
の
官
民
較
差
１
５
，
０
１
４
円
（
３
・
６
２
％
）
を
解
消
す
る
た
め
、
初
任
給
に
つ
い
て
、
大
卒
（
１
２
，

０
０
０
円
）
・
高
卒
（
１
２
，
３
０
０
円
）
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
30
歳
代
後
半
ま
で
の
職
員
が
在
職
す
る
号
俸
の
改
定
率
に
重

点
を
お
き
な
が
ら
、
そ
の
他
の
職
員
も
昨
年
を
大
幅
に
上
回
る
引
上
げ
改
定
す
る
と
し
た
。
一
時
金
は
０
・
０
５
月
分
を
引
き
上

げ
、
12
月
期
の
期
末
・
勤
勉
手
当
に
均
等
配
分
す
る
と
し
た
。 

ま
た
、
２
０
０
６
年
に
改
悪
さ
れ
た
比
較
対
象
企
業
規
模
が
現
行
の
「
従
業
員
50
人
以
上
」
か
ら
「
従
業
員
１
０
０
人
以
上
」
に

回
復
。
公
務
員
連
絡
会
は
「
私
た
ち
の
要
求
に
人
事
院
が
一
定
応
え
た
」
と
評
価
し
つ
つ
も
、
「
生
活
改
善
に
は
引
き
続
き
一
定
水

準
以
上
の
引
き
上
げ
が
必
要
」
と
強
調
し
た
。 

初
任
給
の
大
幅
な
引
上
げ
と
と
も
に
再
任
用
職
員
を
含
む
全
俸
給
を
引
上
げ
改
定 

一
時
金
０
・
０
５
月
引
上
げ
（
期
末
手
当
・
勤
勉
手
当
と
も
０
・
０
２
５
月
） 

   

次
の
事
項
を
実
現
す
る
た
め
、

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
25

年
法
律
第
95

号
）
、
一
般
職
の
任
期
付
研
究
員

の
採
用
、
給
与
及
び
勤
務
時
間
の

特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
９
年

法
律
第
65
号
）
及
び
一
般
職
の

任
期
付
職
員
の
採
用
及
び
給
与
の

特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
12

年
法
律
第
１
２
５
号
）
を
改
正
す

る
こ
と
を
勧
告
す
る
。 

１ 

一
般
職
の
職
員
の
給
与
に

関
す
る
法
律
の
改
正 

⑴ 

俸
給
表  

現
行
の
俸
給
表
を
別
記
第
１
の

と
お
り
改
定
す
る
こ
と
。  

⑵ 

諸
手
当 

ア 

本
府
省
業
務
調
整
手
当
に
つ

い
て
（
略
） 

イ 

初
任
給
調
整
手
当
に
つ
い
て

（
略
） 

ウ 

通
勤
手
当
に
つ
い
て 

（
ア
）
令
和
７
年
４
月
１
日
以
降

の
措
置
内
容  

交
通
用
具
使
用
者
に
対
す
る
通

勤
手
当
の
額
を
、
次
に
掲
げ
る
自

動
車
等
の
使
用
距
離
の
区
分
に
応

じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額
と

す
る
こ
と
。
（
略
） 

（
イ
）
令
和
８
年
４
月
１
日
以
降

の
措
置
内
容 

ａ 

交
通
用
具
使
用
者
に
対
す
る

通
勤
手
当
の
額
を
、
６
６
，
４

０
０
円
を
超
え
な
い
範
囲
内
で

職
員
の
給
与
の 

改
定
に
関
す
る
勧
告

自
動
車
等
の
使
用
距
離
の
区
分

に
応
じ
て
人
事
院
規
則
で
定
め

る
額
と
す
る
こ
と
。  

ｂ 

交
通
用
具
使
用
者
又
は
交
通

機
関
等
と
交
通
用
具
の
併
用
者

の
う
ち
、
自
動
車
の
駐
車
の
た

め
の
施
設
等
で
人
事
院
規
則
で

定
め
る
も
の
を
利
用
し
、
そ
の

料
金
を
負
担
す
る
こ
と
を
常
例

と
す
る
職
員
（
人
事
院
規
則
で

定
め
る
職
員
を
除
く
。
）
に
対

し
、
５
，
０
０
０
円
を
超
え
な

い
範
囲
内
で
１
か
月
当
た
り
の

料
金
に
相
当
す
る
額
と
し
て
人

事
院
規
則
で
定
め
る
額
を
支
給

す
る
こ
と
。  

ｃ 

１
か
月
当
た
り
の
交
通
機
関

等
に
係
る
通
勤
手
当
の
額
、
交

通
用
具
に
係
る
通
勤
手
当
の

額
、
新
幹
線
鉄
道
等
に
係
る
通

勤
手
当
の
額
及
び
駐
車
に
係
る

通
勤
手
当
の
額
を
合
算
し
た
額

の
限
度
を
１
５
０
，
０
０
０
円

と
す
る
こ
と
。 

エ 

特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手

当
に
つ
い
て 

新
た
に
俸
給
表
の
適
用
を
受
け

る
職
員
と
な
り
特
地
官
署
又
は
準

特
地
官
署
に
在
勤
す
る
こ
と
と
な

っ
た
こ
と
に
伴
っ
て
住
居
を
移
転

し
た
職
員
に
対
し
、
特
地
勤
務
手

当
に
準
ず
る
手
当
を
支
給
す
る
こ

と
。 

オ 

宿
日
直
手
当
に
つ
い
て 

勤
務
１
回
に
係
る
支
給
額
の
限

度
を
、
通
常
の
宿
日
直
勤
務
は

４
，
７
０
０
円
、
医
師
又
は
歯
科

医
師
の
宿
日
直
勤
務
は
２
２
，
５

０
０
円
、
人
事
院
規
則
で
定
め
る

特
殊
な
業
務
を
主
と
す
る
宿
日
直

勤
務
は
７
，
７
０
０
円
（
執
務
時

間
が
通
常
の
執
務
日
の
２
分
の
１

の
時
間
で
あ
る
日
の
退
庁
時
か
ら

引
き
続
く
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ

れ
ぞ
れ
７
，
０
５
０
円
、
３
３
，

７
５
０
円
、
１
１
，
５
５
０
円
）

と
し
、
常
直
勤
務
に
係
る
支
給
月

額
の
限
度
を
２
３
，
５
０
０
円
と

す
る
こ
と
。  

カ 

期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に

つ
い
て 

（
ア
）
令
和
７
年
12
月
期
の
支

給
割
合 

ａ 

ｂ
及
び
ｃ
以
外
の
職
員 

期
末
手
当
の
支
給
割
合
を

１
・
２
７
５
月
分
（
定
年
前
再

任
用
短
時
間
勤
務
職
員
に
あ
っ

て
は
、
０
・
７
２
５
月
分
）
と

し
、
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を

１
・
０
７
５
月
分
（
定
年
前
再

任
用
短
時
間
勤
務
職
員
に
あ
っ

て
は
、
０
・
５
２
５
月
分
）
と

す
る
こ
と
。 

ｂ 

特
定
管
理
職
員
（
略
） 

ｃ 

指
定
職
俸
給
表
の
適
用
を
受

け
る
職
員
（
略
） 

（
イ
）
令
和
８
年
６
月
期
以
降
の

支
給
割
合 

ａ 

ｂ
及
び
ｃ
以
外
の
職
員 

６
月
及
び
12
月
に
支
給
さ

れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を

そ
れ
ぞ
れ
１
・
２
６
２
５
月
分

（
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務

職
員
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ

０
・
７
１
２
５
月
分
）
と
し
、

６
月
及
び
12
月
に
支
給
さ
れ

る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を
そ

れ
ぞ
れ
１
・
０
６
２
５
月
分

（
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務

職
員
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ

０
・
５
１
２
５
月
分
）
と
す
る

こ
と
。  

ｂ 

特
定
管
理
職
員
（
略
） 

ｃ 

指
定
職
俸
給
表
の
適
用
を
受

け
る
職
員
（
略
） 

キ 

職
員
の
月
例
給
与
水
準
を
適

切
に
確
保
す
る
た
め
の
手
当
に
つ

い
て 

（
ア
）
職
員
の
月
例
給
与
水
準
を

適
切
に
確
保
す
る
た
め
の
手
当
を

新
設
し
、
新
た
に
採
用
さ
れ
た
職

員
等
に
対
し
、
当
該
職
員
に
適
用

さ
れ
る
俸
給
表
の
俸
給
月
額
の
う

ち
、
当
該
職
員
の
属
す
る
職
務
の

級
及
び
職
員
の
受
け
る
号
俸
に
応

じ
た
額
並
び
に
こ
れ
に
地
域
手
当

の
支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
の

合
計
額
を
、
一
般
職
の
職
員
の
勤

務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
法
律

（
平
成
６
年
法
律
第
33
号
）
第

５
条
第
１
項
の
勤
務
時
間
を
考
慮

し
て
１
時
間
当
た
り
に
換
算
し
た

額
が
、
そ
の
在
勤
す
る
地
域
に
お

け
る
民
間
の
賃
金
の
最
低
基
準
を

考
慮
し
て
人
事
院
規
則
で
定
め
る

額
を
下
回
る
と
き
は
、
そ
の
差
額

を
踏
ま
え
て
人
事
院
規
則
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
出
し
た
額
を

支
給
す
る
こ
と
。 

（
イ
）
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤

務
職
員
そ
の
他
の
人
事
院
規
則
で

 

 

１．人事院は、本日、①官民給与の比較方法の見直しを行った上で、月例給3.62％（15,014円）の
引上げと一時金の支給月数の0.05月分引上げ等の給与に関する勧告・報告、②公務員人事管理に
関する報告を行った。 

２．公務員連絡会は、６月17日に人事院に要求書を提出して以降、全国の組合員参加による個人署
名の実施とその提出行動、全国からＷｅｂを含め500人以上の参加による7.23中央行動を背景
に、幹事クラス、書記長クラスによる交渉を複数回実施してきた。 

本年の人勧期における重要課題は、①真に生活改善につながるための全職員に対する月例給及
び一時金の引上げ、②若年層～中堅層～高齢層のバランスの取れた賃金体系の確立、③連絡会と
の十分な交渉・協議を踏まえた、人事行政諮問会議「最終提言」に基づく各種施策の措置、④長
時間労働の是正、ハラスメントの撲滅、各種勤務環境の整備など働きやすい職場づくり等であった。 

３．本年の給与に関する勧告は、①月例給について、総合職・一般職の大卒初任給を12,000円、高
卒初任給を12,300円引き上げ、初任給以外の号俸については、若年層に重点を置き、そこから改
定率を逓減させる形で全職員の引上げ、②一時金については、0.05月分を引き上げることとし、
今年度についても、12月期の期末手当及び勤勉手当に均等に配分し、来年度以降については、６
月期及び12月期が均等になるよう配分する、等の内容となっている。 

４．人事行政諮問会議「最終提言」等に基づく、官民給与比較における「比較企業規模の見直し」
については、①全体の比較対象企業規模を「50人以上」から「100人以上」に引き上げる、②本
府省職員との対応関係を東京23区・本店の企業規模「500人以上」から「1,000人以上」に引き上
げる、こととされた。 

公務員連絡会は、「比較企業規模の見直し」に対し、従前の「100人以上の規模に戻す」こと
は、過去の見直し時の情勢や経過を踏まえつつ、妥当であるとの認識で臨んできたが、他方で、
労働基本権制約の代償措置とされる給与勧告の根幹をなす事項であることから、それに相応しい
規模の在り方など原則的な概念を示すことや客観的・合理的な理由を明確にすることなどを人事
院に求めてきた。人事院には、今後とも、公務員給与に対する社会的な理解が図られるよう、積
極的に説明責任を果たすことを強く求めるものである。 

５．本年の勧告について、 
①月例給に関して、公務員連絡会は、春闘段階から粘り強く「全体に相応の水準の配分を行った

上で、初任給・若年層の改善を行うべき」ことを主張した。結果として、若年層に重点を置き
つつも、特に中堅・高齢層が多く在職する級・号俸において昨年を大幅に上回る水準での引上
げとなり、再任用職員の基準報酬月額も含め、全ての俸給表全体の改定となったことは、連絡
会の強い要求に人事院が一定程度応えたものと受け止める。 

②一時金に関しては、再任用職員も含め４年連続での支給月数引き上げとなり勤勉手当と期末手
当に均等に配分されたことは、民間の考課査定割合との比較において当然のこととはいえ、こ
の間、適正な配分を求めてきた立場として一定の評価ができる。一方、連絡会が求めた再任用
職員の一時金水準の見直しについて、人事院が「60歳前後の給与カーブの連続性確保」の在り
方全体の中で検討していく課題であるとして、今後も連絡会との議論を継続していくとの姿勢
に止まったことには不満は残るが、65歳定年完成の時期も迫っていることから、改めて、人事
院との交渉・協議を継続していく。 

③手当関連に関しては、ア）交通用具使用者にかかる通勤手当について、現行の支給金額の引上
げと「100㎞以上」を上限とする新たな距離区分の設定、および駐車場等の利用に対する通勤
手当の新設、イ）特地勤務手当等について、官署指定の見直しや他の手当との調整措置の廃止
等、ウ）月例給与水準が、「地域別最低賃金に相当する額」を下回る場合に、その差額を補填
するための手当を新設、等が示された。これらは、いずれも連絡会が改善を求め、あるいは問
題を指摘してきた事項であり、評価できる。 

④さらに人事院は、本府省職員の対応関係を「1,000人以上」へ見直すことについて、本府省業
務調整手当の支給額の引上げ及び支給対象の拡大によって措置することとした。この点につい
て、公務員連絡会としては、組合員も在籍する本府省職員の処遇改善という点では、理解でき
る部分もあるものの、中央と地方との障壁になるような措置は採るべきではないこと等を指摘
してきたところである。結果として、本府省業務調整手当の改定は、本府省職員に係る対応関
係の見直しによって増加した原資の中から行われること、較差の一部を俸給表の改定に用いさ
せたこと、次年度以降は全体の官民較差の配分問題になること等を総合的に判断し、今回の措
置を受け止める。 

６．以上のように、本年の勧告・報告は、公務員連絡会の要求に一定応えたものとは言えるが、物
価上昇率が前年同月比＋３％前後という状況が続く中においては、引き続き「真に生活改善につ
ながる賃上げ」を求めて行く必要がある。 

一方、人事院は、公務員人事管理報告において、「毎年の適正な人事評価に基づき高い能力・
実績のある人材が登用され、より職務・職責に見合った給与が支給される体系とすることが重
要」として、新たな人事制度の方向性について、2026年夏に措置の骨格、2027年に具体的内容を
報告するとしている。ここでは、月例給や一時金、各種手当の在り方などが総合的に検討される
ものと推察されるが、公務員連絡会に対する十分な情報提供と丁寧な協議を予め求めておく。 

その上で、まずは、政府に対して、勧告通り実施する閣議決定を行い、所要の法案を国会に提
出することを求めるとともに、これから本格化する地方自治体や独立行政法人、政府関係法人等
の賃金確定闘争に向けて、全力を尽くすものである。 

 

2025年8月7日 
公務員労働組合連絡会 

声  明 



 （次ページへつづく）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と
お
り
改
定
す
る
こ
と
。 

⑵ 

期
末
手
当
に
つ
い
て 

ア 

令
和
７
年
12
月
期
の
支
給

割
合 期

末
手
当
の
支
給
割
合
を
１
・

７
７
５
月
分
と
す
る
こ
と
。 

イ 

令
和
８
年
６
月
期
以
降
の
支

給
割
合 

６
月
及
び
12
月
に
支
給
さ
れ

る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ

ぞ
れ
１
・
７
５
月
分
と
す
る
こ

と
。 

３ 

一
般
職
の
任
期
付
職
員
の

採
用
及
び
給
与
の
特
例
に
関

す
る
法
律
の
改
正 

⑴ 

俸
給
表 

現
行
の
俸
給
表
を
別
記
第
３
の

と
お
り
改
定
す
る
こ
と
。 

⑵ 
 

特
定
任
期
付
職
員
の
期
末

手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
つ
い
て 

ア 

令
和
７
年
12
月
期
の
支
給

割
合 期

末
手
当
の
支
給
割
合
を
０
・

９
７
５
月
分
と
し
、
勤
勉
手
当
の

支
給
割
合
を
０
・
９
月
分
と
す
る

こ
と
。 

イ 

令
和
８
年
６
月
期
以
降
の
支

給
割
合 

６
月
及
び
12
月
に
支
給
さ
れ

る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ

ぞ
れ
０
・
９
６
２
５
月
分
と
し
、

６
月
及
び
12
月
に
支
給
さ
れ
る

勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ

れ
０
・
８
８
７
５
月
分
と
す
る
こ

と
。 

４ 

改
定
の
実
施
時
期
等 

⑴ 

改
定
の
実
施
時
期 

こ
の
改
定
は
、
令
和
７
年
４
月

１
日
か
ら
実
施
す
る
こ
と
。
た
だ

し
、
１
の
⑵
の
ウ
の
（
イ
）
、
カ

の
（
イ
）
及
び
キ
、
２
の
⑵
の
イ

並
び
に
３
の
⑵
の
イ
に
つ
い
て

は
、
令
和
８
年
４
月
１
日
か
ら
実

施
す
る
こ
と
。 

⑵ 

特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手

当
の
支
給
に
関
す
る
経
過
措
置 

１
の
⑵
の
エ
の
改
定
に
伴
い
特

地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手
当
の
支

給
に
関
し
所
要
の
措
置
を
講
ず
る

こ
と
。 

⑶ 

そ
の
他
所
要
の
措
置 

⑵
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
こ

の
改
定
に
伴
い
、
所
要
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
。 

  

定
め
る
職
員
に
つ
い
て
は
、

（
ア
）
の
職
員
の
属
す
る
職
務
の

級
及
び
職
員
の
受
け
る
号
俸
に
応

じ
た
額
に
関
し
所
要
の
措
置
を
講

ず
る
こ
と
。 

ク 

委
員
、
顧
問
、
参
与
等
の
職

に
あ
る
非
常
勤
職
員
の
手
当
に
つ

い
て
（
略
） 

２ 

一
般
職
の
任
期
付
研
究
員

の
採
用
、
給
与
及
び
勤
務
時

間
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の

改
正 

⑴ 

俸
給
表 

現
行
の
俸
給
表
を
別
記
第
２
の

 
 
 
 

■行政課題の複雑化・多様化や厳しい人材獲得競争を踏まえ、公務の職

務・職責を重視し、より規模の大きな企業と比較 

・比較対象企業規模を「50人以上」から「100人以上」に引上げ 

・本府省職員との対応関係を東京23区・本店の企業規模「500人以上」か

ら「1,000人以上」に引上げ 

⇒2025年は見直し後の方法で比較。月例給は、生じた較差を解消するた

め、次のとおり改定 

 

2025年４月分の民間給与を調査して官民比較【2025年４月実施】 

官民較差：15,014円（3.62％） 

■俸給 

●採用市場での競争力向上のため、初任給を大幅に引上げ 

【総合職（大卒）】 242,000円（＋5.2％[＋12,000円]） 

【一般職（大卒）】 232,000円（＋5.5％[＋12,000円]） 

【一般職（高卒）】 200,300円（＋6.5％[＋12,300円]） 

●若年層に重点を置きつつ、その他の職員も昨年を大幅に上回る引上げ改

定 

※行政職俸給表(一)の平均改定率は、３.３％ 

※官民較差はいわゆる｢ベア｣に相当。モデル試算した定期昇給分を加え

ると、月収で約5.1％の給与改善 

 

直近１年間（2024年８月～2025年７月）の民間の支給状況を調査

して官民比較 

■支給月数の改定【2025年４月実施】 

年間4.60月分 → 4.65月分 

期末手当及び勤勉手当の支給月数をともに0.025月分引上げ 
 
 
 

■通勤手当 

【②は2025年４月実施、①及び③は2026年４月実施】 

①自動車等使用者について、65㎞以上から100㎞以上までの区分（５㎞刻

み）を新設（上限66,400円） 

②現行の「60㎞以上」までの距離区分についても、民間の支給状況等を

踏まえ、200円から7,100円までの幅で引上げ 

③１か月当たり5,000円を上限とする駐車場等の利用に対する通勤手当を

新設 

 

■職員の月例給与水準を適切に確保するための措置 

【2026年４月実施】 

人材獲得競争が激しくなる中、最低賃金の上昇が続いている状況を踏

まえ、月例給与水準が地域別最低賃金に相当する額を下回る場合に、そ

の差額を補填するための手当を措置 
 

本年の給与勧告のポイント 

官民給与の比較方法の見直し 

児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
の
改
正

に
つ
い
て
意
見
の
申
出
を
行
っ

た
。
ま
た
、
所
要
の
人
事
院
規
則

等
の
改
正
を
行
い
、
超
過
勤
務
の

免
除
の
対
象
と
な
る
子
の
範
囲
の

拡
大
、
子
の
看
護
休
暇
等
の
見
直

し
、
各
府
省
へ
の
育
児
・
介
護
に

係
る
両
立
支
援
制
度
を
利
用
し
や

す
い
勤
務
環
境
の
整
備
の
義
務
付

け
な
ど
を
行
っ
た
。 

本
院
は
、
こ
れ
ら
の
制
度
が
職

員
に
広
く
活
用
さ
れ
る
よ
う
、
職

員
向
け
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
や
管
理

職
員
向
け
の
研
修
教
材
の
内
容
を

充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
民
間
企

業
に
お
け
る
施
策
の
浸
透
の
た
め

の
好
事
例
な
ど
も
踏
ま
え
、
効
果

的
な
周
知
・
啓
発
や
各
府
省
に
対

す
る
支
援
・
指
導
に
取
り
組
む
。

エ 

勤
務
時
間
・
休
暇
制
度
等
の

更
な
る
見
直
し 

本
院
は
、
令
和
６
年
の
公
務
員

人
事
管
理
に
関
す
る
報
告
に
お
い

て
、
育
児
や
介
護
な
ど
に
限
ら
な

い
職
員
の
様
々
な
事
情
に
応
じ
無

給
の
休
暇
に
よ
る
勤
務
時
間
の
短

縮
等
を
可
能
と
す
る
必
要
性
に
言

及
し
た
。 

無
給
の
休
暇
に
つ
い
て
は
、
適

切
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
維

持
す
る
こ
と
を
前
提
に
、
様
々
な

事
情
を
抱
え
な
が
ら
も
職
員
が
継

続
し
て
活
躍
し
て
い
く
た
め
の
措

置
と
な
る
よ
う
、
具
体
的
な
検
討

を
進
め
て
い
く
。 

ま
た
、
各
府

省
か
ら
も
要
望
が
強
い
フ
レ
ッ
ク

ス
タ
イ
ム
制
や
年
次
休
暇
取
得
単

位
の
更
な
る
柔
軟
化
な
ど
、
既
存

の
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
も
、

個
人
の
事
情
に
配
慮
し
た
働
き
方

を
推
進
し
柔
軟
な
働
き
方
が
可
能

と
な
る
よ
う
、
併
せ
て
検
討
し
て

い
く
。 

上
記
の
施
策
に
関
し
て
は
、
令

和
７
年
度
中
に
実
施
す
る
学
識
経

験
者
等
と
の
意
見
交
換
の
結
果
も

踏
ま
え
、
令
和
８
年
夏
に
措
置
の

内
容
を
報
告
す
る
。 

⑶ 

職
員
のWell-being 

の
土

台
づ
く
り
の
た
め
の
取
組 

ア 

よ
り
実
効
性
の
あ
る
勤
務
間

の
イ
ン
タ
ー
バ
ル
確
保
に
向
け
た

取
組 勤

務
間
の
イ
ン
タ
ー
バ
ル
に
よ

り
、
睡
眠
時
間
を
含
む
生
活
時
間

を
十
分
に
確
保
す
る
こ
と
は
、
健

康
の
維
持
の
た
め
に
不
可
欠
で
あ

る
と
と
も
に
、
仕
事
と
生
活
の
調

和
が
と
れ
た
働
き
方
を
追
求
す
る

た
め
に
も
重
要
で
あ
り
、
公
務
職

場
の
魅
力
向
上
の
ほ
か
、
公
務
能

率
の
一
層
の
向
上
に
つ
な
が
る
こ

と
も
期
待
さ
れ
る
。 
本
院
で

は
、
公
務
の
勤
務
間
の
イ
ン
タ
ー

バ
ル
確
保
状
況
に
関
す
る
実
態
や

課
題
に
関
す
る
調
査
結
果
を
踏
ま

え
、
令
和
７
年
度
中
に
、
勤
務
間

の
イ
ン
タ
ー
バ
ル
確
保
に
向
け
た

課
題
の
解
消
に
資
す
る
取
組
例

や
、
毎
日
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
確
保

す
る
こ
と
が
難
し
い
職
場
等
に
お

け
る
対
応
を
各
府
省
に
具
体
的
に

示
す
こ
と
と
し
、
よ
り
実
効
性
の

あ
る
勤
務
間
の
イ
ン
タ
ー
バ
ル
確

保
に
向
け
た
取
組
を
推
進
し
て
い

く
。 

イ 

職
員
の
健
康
増
進 

心
の
健
康
問
題
に
よ
る
長
期
病

休
者
の
数
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。

こ
の
状
況
に
対
応
す
る
た
め
、
本

院
は
「
心
の
健
康
問
題
に
よ
る
長

期
病
休
者
の
職
場
復
帰
の
た
め
の

職
員
向
け
手
引
き
」
及
び
「
担
当

者
向
け
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
作
成

し
、
令
和
７
年
５
月
に
各
府
省
に

提
供
し
た
。
手
引
き
及
び
マ
ニ
ュ

ア
ル
で
は
、
健
康
管
理
部
門
、
管

理
監
督
者
、
健
康
管
理
医
等
の
関

係
者
の
役
割
や
連
携
方
法
等
を
ま

と
め
て
い
る
。
本
院
で
は
、
こ
れ

ら
を
活
用
し
な
が
ら
、
各
府
省
の

健
康
管
理
部
門
・
管
理
監
督
者
等

の
対
応
能
力
の
向
上
や
関
係
者
間

の
連
携
強
化
を
促
進
す
る
。 

ま
た
、
各
府
省
に
お
い
て
は
産

業
医
学
に
詳
し
い
医
師
や
保
健

師
・
看
護
師
等
の
専
門
職
の
配
置

が
十
分
で
は
な
い
と
の
専
門
家
か

ら
の
指
摘
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ

れ
ら
の
専
門
職
の
配
置
等
を
充
実

さ
せ
る
方
策
を
検
討
す
る
。 

多

様
な
職
員
が
健
康
で
活
躍
で
き
る

職
場
環
境
を
整
備
す
る
た
め
に

は
、
職
員
の
相
談
支
援
体
制
の
充

実
も
重
要
で
あ
る
。
本
院
で
は
、

こ
れ
ま
で
の
心
の
健
康
に
関
す
る

相
談
窓
口
に
加
え
、
令
和
７
年
５

月
に
女
性
の
健
康
に
つ
い
て
産
婦

人
科
医
や
助
産
師
に
相
談
で
き
る

窓
口
を
設
置
し
た
。
今
後
、
こ
れ

ら
の
相
談
窓
口
の
利
用
状
況
の
検

証
等
を
進
め
、
効
果
的
な
相
談
支

援
体
制
の
構
築
に
向
け
た
検
討
を

行
う
。 

ウ 
ゼ
ロ
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
実

現 

本
院
は
、
ゼ
ロ
・
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
の
実
現
に
向
け
た
取
組
と
し

て
、
こ
れ
ま
で
本
府
省
及
び
地
方

機
関
の
幹
部
・
管
理
職
員
等
を
対

象
と
す
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
研

修
の
実
施
や
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
相

談
員
の
た
め
の
相
談
窓
口
の
設
置

な
ど
を
進
め
て
き
て
お
り
、
引
き

続
き
こ
う
し
た
取
組
を
推
進
し
て

い
く
。
こ
れ
に
加
え
、
近
年
、
社

会
全
体
で
関
心
が
高
ま
り
民
間
企

業
に
お
け
る
取
組
が
強
化
さ
れ
て

い
る
カ
ス
タ
マ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
へ
の
対
策
も
更
に
講
じ
る
必
要

が
あ
る
。 

公
務
に
お
い
て
は
、

従
来
、
パ
ワ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

の
防
止
等
に
つ
い
て
定
め
る
人
事

院
規
則
の
運
用
通
知
で
、
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
利
用
者
等
か
ら
の
言
動

  
 

⑴ 

長
時
間
の
超
過
勤
務
を
行
う

職
員
の
健
康
保
持
に
向
け
た
取
組 

月
１
０
０
時
間
等
の
上
限
を
超

え
る
超
過
勤
務
の
最
小
化
に
取
り

組
む
一
方
で
、
や
む
を
得
ず
月
１

０
０
時
間
等
の
上
限
を
超
え
る
超

過
勤
務
を
行
っ
た
職
員
の
健
康
を

保
持
す
る
こ
と
も
極
め
て
重
要
で

あ
る
。
心
身
の
不
調
の
兆
し
を
早

期
に
発
見
し
、
着
実
に
快
復
に
つ

な
げ
て
い
く
た
め
、
各
府
省
に
対

し
て
、
人
事
院
規
則
で
義
務
付
け

ら
れ
て
い
る
医
師
に
よ
る
面
接
指

導
の
実
施
を
徹
底
さ
せ
る
た
め
の

助
言
・
指
導
を
行
っ
て
い
く
。
そ

の
一
環
と
し
て
、
面
接
指
導
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い

て
の
幹
部
・
管
理
職
員
の
認
識
を

確
実
な
も
の
と
す
る
と
と
も
に
、

職
員
一
人
一
人
に
面
接
指
導
な
ど

健
康
管
理
の
重
要
性
を
周
知
・
啓

発
す
る
。 

⑵ 

時
代
に
即
し
た
働
き
方
の
推

進
等 ラ

イ
フ
ス
タ
イ
ル
や
働
き
方
に

対
す
る
価
値
観
が
多
様
化
す
る

中
、
そ
れ
に
応
じ
た
勤
務
環
境
の

整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
公
務

に
お
い
て
も
、
職
員
の
自
己
実
現

等
に
つ
な
が
る
人
事
制
度
や
、

個
々
の
職
員
の
事
情
に
応
じ
た
柔

軟
な
働
き
方
を
整
備
す
る
必
要
が

あ
る
。
こ
の
よ
う
な
認
識
の
下
、

本
院
は
以
下
の
取
組
を
推
進
す

る
。 

ウ 

仕
事
と
生
活
の
両
立
支
援
の

推
進 本

院
は
、
育
児
・
介
護
と
仕
事

の
両
立
支
援
を
一
層
充
実
さ
せ
る

た
め
、
令
和
６
年
に
、
育
児
時
間

の
取
得
パ
タ
ー
ン
の
多
様
化
な
ど

を
内
容
と
す
る
国
家
公
務
員
の
育

公
務
員
人
事
管
理
に

関
す
る
報
告
（
抜
粋
） 

も
パ
ワ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
な

り
得
る
も
の
と
し
て
、
各
省
各
庁

の
長
に
対
し
、
「
組
織
と
し
て
対

応
し
、
そ
の
内
容
に
応
じ
て
、
迅

速
か
つ
適
切
に
職
員
の
救
済
を
図

る
こ
と
」
を
求
め
て
い
る
。 

民
間
に
お
い
て
は
、
「
労
働
施

策
の
総
合
的
な
推
進
並
び
に
労
働

者
の
雇
用
の
安
定
及
び
職
業
生
活

の
充
実
等
に
関
す
る
法
律
」
（
昭

和
41
年
法
律
第
１
３
２
号
）
等

の
改
正
に
よ
り
、
労
働
者
が
従
事

す
る
業
務
の
性
質
そ
の
他
の
事
情

に
照
ら
し
て
社
会
通
念
上
許
容
さ

れ
る
範
囲
を
超
え
る
顧
客
等
か
ら

の
言
動
に
よ
り
労
働
者
の
就
業
環

境
が
害
さ
れ
る
こ
と
を
防
ぐ
た

め
、
雇
用
管
理
上
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
こ
と
を
事
業
主
に
義
務
付

け
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。 

本
院
が
実
施
し
た
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
相
談
に
関
す
る
職
員
ア
ン
ケ
ー

ト
（
回
答
者
約
２
，
０
０
０
人
）

の
結
果
に
お
い
て
、
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
を
受
け
た
と
感
じ
た
こ
と
が
あ

る
職
員
の
う
ち
約
１
割
が
、
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
を
受
け
た
相
手
方
と
し

て
「
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
」

を
挙
げ
る
な
ど
、
各
府
省
か
ら
は

カ
ス
タ
マ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に

対
す
る
一
層
の
取
組
へ
の
要
望
が

寄
せ
ら
れ
て
い
る
。 

そ
の
た

め
、
民
間
労
働
法
制
の
施
行
時
期

に
遅
れ
る
こ
と
な
く
、
カ
ス
タ
マ

ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
つ
い
て
必

要
と
な
る
取
組
を
人
事
院
規
則
に

明
記
し
、
カ
ス
タ
マ
ー
・
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
に
対
し
て
組
織
と
し
て
毅

然
と
し
た
対
応
を
取
り
や
す
く
す

る
な
ど
、
各
府
省
に
お
け
る
カ
ス

タ
マ
ー
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
を

支
援
す
る
。 

月例給 

ボーナス 

その他の主な給与制度の見直し 




